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北海道における工業開発と

港湾の課題
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1. はじめに一一道民所得と工業生産一一

松沢ヌミ郎
Ok ;:,,i,建設（株）〉

昭和45年8月北海道庁は，昭和44年の道民所得推計結果の概要（速報〉を

発表した。

この発表によれば，昭和44年の生産所得は，2兆 l,337億円となり，昭和

39年の1兆722億円からこ こ5年間で倍婚し， 2兆円の大台を超えた。

これは，前年に比べ名目12.0%，実質7.9屈の増加を示した。 （表ー1)

表ー1 昭和44年道民所得の前年比較

区 分 flf?. ;f日44年｜対前年比 IIJB5fl:r43~＇ユ
億円 tいl43)% {Ii円

生 産 所 4得 21,337 112. 0 19,051 

／／ II 

実質生産所得（40年価格〕 18,410 107.9 17,056 

千円 千円
就業者1人当り生産所画符艶肴盛 864 110. 6 781 

就業者1人当質り
ノY II 

実生産所得 746 106.6 699 

千人 千人
就 業 人 lコ 2,469 101. 2 2,439 

就業者 1人当り生産所得は 864千円となり，前年に対し10.6%増，笑質で

は 746千円となり，対前年 6.6%増となった。
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昭和44年の道民所得を全国と比較すると，生産所得では，北海道の伸び12

がは，全国の件lび16.3泌を 4.3%下回った。

この原因は，前年豊作であった農業が低温の影響をうけ，16.3%の所得減

をみたのに1111え，製造業が全国ほど高い伸びをみせず，全国より 4.0%下回

ったためである。 （表ー2)

増加率への寄与も，第3次産業ーは北海道 9.5%，全国 9.2%といづれも高

いが，製造業は全国 5.6%であるのに対し，北海道は 2.2%と一段と低い。

表－2 昭荊144年産業別生産所得の北海道・全国比較 （単位：%〕

北 海 ill ノ二ι、 医｜

｜豆 分
対前年比｜｜構成比 ｜｜ 榊の加寄率与へ 対前年比 ｜｜ 構成比 ｜｜ 矧の加寄l率与へ

総 ~＇［ 112.0 100.0 12.0 116. 3 100.0 16.3 

第1次産業 91. 7 13.3 ム 1. 3 100. 1 8. 7 0.0 

うち j足業 83. 7 8.3 ム 1. 8 

第2次産業 114. 1 29.2 4.0 118. 3 39. 1 7. 1 

鉱 業 115. 3 3.2 0.5 113. 6 0.7 o. 1 

建設業 113.1 10. 4 1. 3 117. 9 7.7 1. 4 

製造業 114. 5 15.6 2.2 118. 5 30. 7 5.6 

第3次産業 116. 9 58.8 9.5 117. 9 52.2 9.2 

この結果，全国に対する生産所得の割合は 4.5屈と下回った。

このように，ここ数年間，国民所得の方が道民所得を上回る伸びを示して

いるため（表－3〕， 全国に対する道民所得（生産所得〉の割合は次第に小

さくなった。 （表－4)

これは主として北海道の工業生産が伸び悩んでいるためてある。 （事長一4〕
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表－3 全国と北海道の純生産対前年比

（単位 .%〕

年 国次 ’剖
叶山道 一法l

Jli:l手I] 38 114. 4 120.9 昭和 42 118. 4 118. 3 

39 114. 2 109.0 43 118. ,1 114. 2 

40 111. 2 113. 4 44 116. 3 112. 0 

41 115. 2 113. 2 

表－4 道民所得と工業出荷額の全国比

(.tjJ.位：%〕

年 次 道 民 m 供｝ 北海道工業出荷額

昭和 38 5.2 2.6 

39 5.0 2.6 

40 4.8 2.6 

41 4.8 2.6 

42 4. 7 2.5 

43 4.7 2.4 

44 4.5 

ところが，一方，本州先進地域では，重化学工業を基軸として世界にも類

のない成長を続け， このため過密の弊害がますます顕著となり，特に最近は

公害問題の深刻化に伴って，工場立地の排除ωゃ，また公害問題をめぐって

操業短縮ωに追込まれている企業もあるということで， わが国産業界には北

海道の工業開発への期待が急速にたかまってきた。

しかしながら，このように木州では公害工場の進出を拒否しているからと

いって，北海道へ公害を移入するわけにはゆかなし、。公害の未然防止に十分

配嵐しながら，これらの工業立地とその発展をはかることが強くのぞまれて

いる。
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注 (1) Ill！，手I.I’l証工（福｜上I），アジア石油（坂出）

東京屯力（銚子〉，関西定力（新宮沖〕

東京電力（富士〉，石油コンビナート（宙博〕

(2) 富士地区の紙ノミノレプ工場，日木鉱業の敦賀工場，東邦TIE鉛安中工場，｜：｜宙
金属会津製錬所，｛主鉱婿j誉工場

2. 北海道の港湾都市と経済の集積

わが国経済力の地域分布をみると，京浜，阪神，仁｜コ京が経済発展の重要な

戦国各地点となっているが，このような経済の集積がかたちづくられた要因と

して考えられることは，次の4つであるといえる。 ω

心 すくAれずこ自然条件に恵まれ，歴史的に蓄積された外部経済の利益が他

地域にまさっていたこと。

② 圏内資源が乏しく ，貿易依存度が高かったため，自然、の良港と広い背

後i也がある地域がとりわけ重要で、あったこと。

＠経済水準を西欧先進国のそれに近づけるため，局地的工業化政策が推

進される傾向にあったこと。

④ 拡大形成された外部経済の利益に誘引され，産業や人口が累積的に集

U!iしたこと。

などである。これに刻して，北海道の経済集積の形成要因は，全国と事↑11f

が若干異っている。

北￥f1j道は，明治2年（1869）に開拓伎が設置されて以うに，昭和43年(1968)

で 100年目を迎えたが，この100年間，北海道は常に国の主導する長期計画ω

のもとで組織的に開発が進められてきた。

北海道の産業開発は，当然のことながら水産業が先発した。試みに，明治

29年（1890）の北海道の産業別生産額をみると，漁業1124千万円（うちニシ

ン 824万円〉でlj~［然他産業を圧しており ， 第 2 位は農業で 483万円， 第 3 位

は工業で 274万円であった。

しかしながら，内陸部の開発にともなって，明治32年（1899）まで首位に

立っていた水庄業は，翌33年（1900）には設業に政かれて 2位となり，明治
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39年 (1906）には工業に追い越されて3位に落ちた。

その後，めざましい発展をとげた工業は，第1次大戦がわが国に好況をも

たらしたこともあって，大戦終了後の大正9年（1920）には，こんどは工業

が農業を抜いて第1位の生産額を示し，以後，大正10年，大正14年を除いて

今日まで首位を継続している。 〈日

以上のように，水産業が北海道の先発産業であったことから，臨海部が最

初に開発されたことによって，都市形成が臨海部に集中しているように考え

られ勝ちであるが，事実は異って，内陸都市の比重が相対的に高L、。このこ

とが本州と呉っている点である。

その要因は，

① 幕末まで奉行所が置かれ，北海道統治の中心であった正月館は，全道を

管轄する立場からみると南西に偏在していたので，北海道の首都として

新たに内陸都市札幌が建設された。

② 北海道の農業を振興するため，開拓使が建設した官営工場は農産物を

原料としたものが多く，例えば，製糖， ビーノレ，製粉，亜麻などで，農

産中心の内陸都市形成の遠因となった。その後，北海道農業の躍進とと

もに，農業生産物集荷の中心である内陸都市をますます発展させた。

③ 北海道の石炭産業は今日では斜陽化したとはいえ，多くの産炭地都市

を形成させた。などである。

さて，北海道の全都市数（市の数〉は29あり，このうち港湾都市は10であ

る。表－5に北海道の港湾都市の主要経済指擦を示Lた。

表－ 5 北泌道の港湾都市の主要経済指際

区 分｜都市数 ｜人 口｜工業出荷額 ｜商品販売額

｜ ｜ 万人｜ 億円i 億円
全道都 市仏） ｜ 29 I 329 I 7, s30 I 23, 795 

全道港湾都市（同

B/  A (%) 

10 

34.5 

116 

35.3 

4,495 

57.4 

6,244 

26.3 

注 ： 1. 港湾都市は，小神i，函館，室蘭，苫小牧， 事H路，根室，網走，紋別，
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稚内，留瑚］の10市
2. 人口はH古和43年9月30日住民基本台帳人口
3. 工業出荷額は｜昭和42年1月1I］一昭荊:142年12月31[J工業統計調査
4. 尚品販売額は｜沼荊HO年7月1I］一昭和41年6月301:1商業調査

同様に，全国の人口10万人以上の都市について主要経済指標をみると，表

-6の通りである。

表－6 全国の港湾都市の主要経済指標

区 分 ｜都市数 ｜人 口｜工業出荷額 ｜商品販売額

億円

全国都市 ｜
(lo万人以上）ω 131 4,573 15兆9,100 29~ち4 , 100 

全国港湾都市 ｜ 58 
(10万人以上〉同

3, 134 12兆3,000 25兆1,000

B/ A (%) 54 68.5 77.3 85.3 

注． 1. 人口はllP.和40年国勢調査
2. 工業出荷額は｜昭和38年，商品販売額は昭和39年

すなわち，全国数字では，人口，工業，商業等の経済活動が港湾都市に集

中しているが，これに反し，北海道では経済の｜臨海部依存の割合は全国より

低い。

このことは次の二つの迎由に基づく。

① 北海道の首都札幌（内陸都市）は，工業出荷額では全道都市の185自こ

すぎないが，人口は全道都市の27%，商品販売額は全道都市の507c;と高

い比率を占めていること。

品） 山林生産の中心都市（内陸都市〉に旭川， 帯広，北見など有力都市が

あり，またEt炭1也都市として夕張，岩見沢，美l県，芦別， 赤平，三主主，

滝川， 砂川， 歌志内など9干11があること。

これを要するに，北海道の港湾都市は，物的流通の；切ではあるが，商業活

動は低調で人口比よりも小さく，工業生産の場として室前，苫小牧において

みるべきものあるが，わが国港湾都市のように人民 商工業のいづれにおい

てもその比重が高いこととは幾分趣を具にしている。
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注 ： (3）経済企図庁地域経済問題調査会編「地域経済問題と対策」 1963
(・4) 10カ＇￥・計画（明治3443年〉
第1J羽拓殖計画（明治43 1昭和元年〉
第2期拓殖計画 er昭和2 21年〕
第1i切北海道総合併！発計画 0沼羽127-37年〉
第2期北海道総合開発計画（昭和38 45年〉
第3期北海道総合開発計画（昭和46-55年〉
(5) 北海道総務部文書課編「北j毎道のあゆみJ1968 

3. 道失地域の港湾貨物の流動
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北海道の人口の 3分の 1 （昭和44年常住人民全道522万人， 道央地域174

万人， 33%），全道工業出荷額の半ば〔昭和43年工業l:l:l荷額，全道l~~l, 385 

億円，道央地域 5,090億円， 45%）を占める道央地域（6）は，現に室闘を中心

とした鉄鋼業，苫小牧を中心とした紙ノミノレプ工業，アルミニウムー電力一石

油精製コンビナー ト（建設中〉 ，さらに札幌， 小樽を中心とした消費財工業

が発達している北海道の心臓部である。また，用地，用水に恵まれた苫小牧

東部の第2苫小牧港周辺には新たに鉄鋼，石油精製，石油化学，アルミニウ

ム，ガス化学，自動車，関連機械工業などの大規模工業基地を建設する目的

をもって，現在道が用地を先行的に買収しつつあり，昭和145年末現在すでに

民有地7,300haの大半を買収した。

さらに，小樽市と石狩町にまたがる石狩湾新港背後には，道央地域の物資

流通のi将大，都市型消費財工業の発展に対応して，約 2,500haの｜臨海部用地

を確保する計画である。

このように， 道央地域は，現在においても将来においても北海道経済を先

導する工業開発展開の場であるから，この地域内の小樽港，室闘港，苫小牧

港の既設港について貨物の流動をみてみる。

まず，港の港湾貨物の陸上流動をみてみる。

前述のように，内陸都市札慨は，北海道の首都であり，人口， 商業等の集

積が大きく，したがって消費， 流通商で全道中大きな比重を占めているの

で，札幌市の存在は前記3港に大きな影響を及ぼしている。
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また，北海道の石炭生産の約60%が木州に供給され，その積出し量の665ζ

（昭和143年）までが前記3港が受持っていることにより，港湾取般貨物の中

に占める石炭移出のウエイトが大きし、。

このような事実をふまえて，3港を中心とした陸上貨物流動図を画いてみ

た。（図－ 1)
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図－1道夫地i或の港湾を中心とする陸上貨物流動（｜昭和141.6. 1 6. 30の1カ月間〉

図－ 1からわかるように，セメント，自動車，石油などの都市型消資財が

3港から札幌圏に向って流動し， その港湾移入量に占める比率は，小樽港

34.4%，室関港28.6%，苫小牧港63.7｝~ と高く ， また空知圏の石炭がその港

湾移出量に占める比率は，小樽港 84.7%，室闘港 73.0%. 苫小牧港 92.3

%と異常に大きい。

これを極言すれば， 3港は， 室闘港の鉄鋼，苫小牧港のアノレミニウムと紙

パルプを除いては， 3港とも札幌圏の消費財の揚｜法と，空女II圏の石炭積出し

の二つの役割を果している港であるといっても過言ではない。

次に，3港について，海上貨物の流動をみる。 （図ー2) 図－2からわか

るように3港とも内国貿易が大きく，外国貿易は宅関港の輸入がやや目だっ

ている外はみるべきものは少なし、。
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区1-2 道央地j或の港湾貨物流動

注 （6）新産業部市道央j也j或，6市（札幌，小村1-.室蘭，苫小牧，江J]lj，千政〕，
12/llJ村

4.おわりに

道央地域の港湾、は，小梅，室前，苫小牧の既存3港のほかに苫小牧東部新港，

石狩湾新港（し、づれも仮称〉が築設される予定である。苫小牧東部は大規模

臨海工業基地，石狩湾新港は流通港湾としてその背後に流通基地と都市型消

費財工業地帯を設ける計画となっているが，これら新港の機能は既存3港を

含めて総合的に分担をきめるべきものと考える。なお既存3港には，大規模

な石炭積出施設があり，石炭産業の急速な低下に伴って，これらの施設が遊

休化してゆくので，これをどのように転換させるべきかについて，前記港湾

機能の分化ともにらみ合せながら今のうちから検討しておくべきであろう。


